
供給力の確保について

2024年1月22日

資源エネルギー庁

資料６



2

本日の御議論

⚫ 近年、異常気象や災害発生頻度の増加に加え、電源構成の変化（再エネ等の導入
拡大、非効率石炭火力のフェードアウト等）や、産業構造の変化に伴う需要動向の変
化等、電力需給を取り巻く環境が変化する中においても、安定供給を確保する観点か
ら、必要な供給力を確保していく必要がある。

⚫ 必要供給力の見通しは、①1年～10年後を見据えた供給計画を基にした取りまとめ
や②直近高需要期（夏季・冬季）の数ヶ月前に行われる電力需給検証で示されてお
り、これらに基づき各供給力確保策（容量市場等）を実施することで、必要な供給力
を確保している。

⚫ 本日は、供給計画及び需給検証の概要をお示しするとともに、必要供給力の見通しの
諸元として供給計画を用いている容量市場について、必要供給力算定の在り方につ
いて御議論いただきたい。



【参考】供給力の見通しと確保するための仕組み（2024年度以降）
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※原子力：17年、水力：12年、水素・アンモニア混焼改修：11年 等

中長期（1年超） 短期（1年以内）

供給計画

一般送配電事業者が、電力広域機関が公表する経済見通し、その他の情報、直近の
需要動向、過去の需要の実績、供給区域の個別事情等を考慮し需要を想定

供給力は、(a-b-c-d)等による1時間平均電力の合計
a:発電所及び蓄電所の設備容量
b:大気温及びダム水位低下等の影響による能力減分
c:計画補修等による停止電力
d:最大需要電力発生時に必要となる所内消費電力
（自家消費電力がある場合はそれも含む）

全国大及び各エリアの前年度及び第一・二年度の電力需給バランスを評価（短期）
全国大及び各エリアの第三年度～第十年度の 電力需給バランスを評価（長期）

電力需給検証

供給計画のH3需要をベースに
猛暑・厳寒H1需要を想定

供給計画をベースに、至近の状況を反映

猛暑・厳寒H1需要に対して
予備率3%の確保の確認

需要

供給力

電力需給
バランス検証

目的

供給時期

費用負担



１．必要供給力の見通しを示す指標
（１）供給計画
（２）電力需給検証報告書

２．容量市場における必要供給力確保
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供給計画とは

（出典）電力広域的運営推進機関HP https://www.occto.or.jp/kyoukei/kyokyukeikakutoha.html

⚫ 供給計画とは、今後10年間の電力需給見通し、発電所の開発や送電網の整備等を
まとめた計画で、電気事業法第二十九条に基づきすべての電気事業者は電力広域的
運営推進機関（広域機関）を経由して経済産業大臣に届け出ることが義務づけられ
ている。

事業者区分 事業者数

発電事業者 1,040

小売電気事業者 688

特定卸供給事業者 39

登録特定送配電事業者 29

特定送配電事業者 7

送電事業者 3

一般送配電事業者 10

配電事業者 0

合計 1,816

【参考】2023年度供給計画 取りまとめ対象事業者数※

※2022年11月30日までに電気事業者となった者と、2022年12月１日以降
に新たに電気事業者となった者のうち3月1日までに供給計画を提出した事業者。

https://www.occto.or.jp/kyoukei/kyokyukeikakutoha.html
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供給計画の取りまとめについて

⚫ 供給計画の取りまとめは、短期・中長期的な視点で国内における電力需給の見通しのほか、電
源や送電線の開発計画等について確認し、その結果を広域機関が取りまとめ公表している。

⚫ 安定供給の観点で必要と考える場合、国・広域機関及び一般送配電事業者が連携し、対策
（供給力の追加調達等）を検討・実施することで安定供給の確保に務めている。

⚫ 供給計画において取りまとめる項目は、以下のとおり。

１．電力需要想定
（１）前年度の推定実績及び第１，２年度見通し（短期）
（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）
２．需給バランス
（１）前年度推定実績及び第１，２年度見通し（短期）
（２）当該年度以降１０年間の見通し（長期）

３．電源構成の変化に関する分析
４．送配電設備の増強計画
５．広域的運営の状況
６．電気事業者の特性分析
７．その他（取りまとめでの気づき・課題等）

⚫ また、供給計画については、需給管理・運用の高度化に向けて不断の見直しを行っている。
2024年度供給計画の関係では、容量市場の実需給開始及び需給調整市場のすべての商
品の取引開始等を見据えて、2023年11月1日施行で様式改正を行った。
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【参考】供給計画様式改正内容

⚫ 2024年度供給計画届出より改正した内容は以下のとおり。（電気事業法施行規則2023年11月1日改正）

①「発動指令電源供給力」を追加

「発動指令電源」について、その特徴を踏まえて、他の供給力とは分けて、EUE計算で活用している。供給力計
上ガイドラインに基づき、安定的に発電が見込まれ、供給電力に含まれる発動指令電源を把握するため。

②補修計画明細表に「新エネ等」を追加

10万kW以上のバイオマス発電が増えてきており、その補修計画等を把握し、きめ細やかに供給力を確認する
ため。

③「調整力に関する計画書」を追加

2024年度から調整力については、調整力公募に代わり、需給調整市場により全量調達となることから、電源

等における調整能力を把握するため ※沖縄エリアについては2024年度以降も調整力公募が継続

④ユニット毎の月別供給力を追加

きめ細やかな需給管理を行う上で、事業者単位よりもさらに細かいユニット毎の供給力を把握するため。

⑤「蓄電用の電気工作物の蓄電電力量」を追加

足元では系統用蓄電池の導入が進みつつある中で、その蓄電電力量を把握するため。
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【参考】対応の方向性② 需給管理・運用の高度化

⚫ 需給ひっ迫の回避に向けて、供給力の管理をよりきめ細やかに行うため、電力広域機関
において、供給計画等を通じて個別の電源の稼働状況や休止予定を従来以上に的確
に把握する等、平時から需給管理の高度化を図ることとしてはどうか。

⚫ また、一般送配電事業者において、日々の需給運用に際してすべての電源を効率的・効
果的に活用できるよう、電源Ⅲ※の発電余力の把握やオンライン化を進めるなど、需給
運用の高度化を進めることとしてはどうか。 ※一般送配電事業者からオンラインで調整できない火力等

✓ 一般送配電事業者が電源の発電余力や発電コストを的確に把握し、効率的・効果的に運用する
ための方策を検討し、可能なものから速やかに実施。
（検討事項例）

・発電計画への発電余力の記載、発電コストに関する情報提供
・電源Ⅲのオンライン化

すべての電源の効率的・効果的な活用2

✓ 毎年度、すべての発電事業者が電力広域機関を通じて経済産業大臣に届け出る供給計画につ
いて、記載事項等の見直しを検討し、可能なものから速やかに実施。
（検討事項例）

・電源の設備の概要・稼働状況の報告
・電源の休止予定の変更の報告

供給計画のバージョンアップ1

第56回 電力・ガス基本政策小委員会
（2022年11月24日）資料4-1
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【参考】供給計画のバージョンアップ

✓ 2023年度は、一定規模以上（10万kW
以上の設備を想定）の電源については、供
給計画の補足資料として、発電事業者より
個別の発電設備の供給力の提出を求め、
よりきめ細やかに電力需給状況を把握する。

✓ 2024年度以降については、供給計画の様
式の変更も含め、検討を進める。

✓ 供給計画は、全国・供給エリアの需給バラン
スを一元的に把握・評価するためのものであ
り、発電事業者単位での供給力は把握でき
ているが、個別発電設備の供給力は基本
的に把握できていない。その結果、補修時
期の調整といった業務が煩雑になっている。

✓ 休止の予定日について、幅を持たせた記
載（例：２０２３年度末）での提出を
行っているケースや休止日に変動が生じて
いるケースがあるため、具体の休止日を正
確に把握できていない場合がある。

対応の方向性

現行の供給計画

✓ 2023年度以降、電力需給上の影響が大
きい、10万kW以上の電源については、休
止予定日が変更となった場合や、休止日が
確定した場合に速やかに広域機関に対して
報告することを求め、従来以上に的確に休
止日を把握することとする。

第56回 電力・ガス基本政策小委員会
（2022年11月24日）資料4-1
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電力需要想定について

⚫ 電力需要想定については、広域機関「業務規程」第二十三条の規程に基づき、一般送配電事
業者から提出された報告書を取りまとめている※1。

⚫ 一般送配電事業者は、「送配電等業務指針」第四条の規定に基づき、広域機関が公表する経
済見通し※2その他の情報、直近の需要動向、需要の実績、供給区域の個別事情等を考慮し、
自らの供給区域需要の想定を行っている。

⚫ 電力需要想定においては、経済見通しにより織り込まれる需要を大きく上回る場合もあり、その際
は、個別に需要を織り込むこととしている。

⚫ 今後、電化の進展や産業構造の変化等によっては、経済見通しを大きく上回る需要増加が見
込まれるケースが増えることが想定されるため、個別に織り込む需要想定の方法について整理
が必要。

※2 人口、 国内総生産（GDP）、鉱工業生産指数（IIP）等

（出典）全国及び供給区域ごとの需要想定 （2023 年度）https://www.occto.or.jp/juyousoutei/2022/files/230125_juyousoutei.pdf

全国及び供給区域ごとの需要想定（最大需要電力） 供給区域の個別事情や地域特性の反映状況（2023年度）

＜主な反映状況＞

・住宅用太陽光発電の自家消費（全供給区域）

・個別需要家へのアンケート結果（生産動向や自家発動向等） （北陸、中国、沖縄）

・2021 年度以降における電子部品・デバイス等の生産増（東北）

・大阪万博の開催（2025 年度）（関西）

・リニア中央新幹線の開業（2027 年度）（東京、中部）

・北海道新幹線の札幌延伸（2031 年度）（北海道）

・発電所の停止中所内電力（沖縄を除く供給区域）

※1 電力需要想定については、電気事業者の算定期間を考慮し、毎年1月下旬を目処に公表。

https://www.occto.or.jp/juyousoutei/2022/files/230125_juyousoutei.pdf
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需給バランスの評価について

⚫ 供給信頼度基準について、予備率最小断面が需要ピーク時となることが多かったことから、2020年
度までは8月の需要ピーク時のみの評価(LOLP※1:0.3[日/月]基準)であったが、再エネの導入量
増加に伴い、8,760時間の評価(年間EUE※2基準)に変更し、容量市場メインオークションを実施。

⚫ 上記供給信頼度基準の変更を踏まえ、2021年度の供給計画の取りまとめから、供給信頼度
評価方法を、これまでのピーク時の予備率の評価方法から年間EUE評価に変更した。

⚫ 一方で、エリア特性や厳気象等を考慮すると、各月の供給力が偏らないようにすることも重要と考え
られることから、短期断面（第1・2年度）については、年間EUE基準を満たせているかを確認する
とともに、補完的に各エリア・各月の予備率についても確認することとしている。

第58回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2021年3月3日） 資料2

EUE：Expected Unserved Energy

1年間における供給力不足量（kWh）の期待値。
現在の信頼度基準は、0.044kWh/kW・年

LOLP：Loss-of-Load Probability

ある期間において供給力不足が発生することを「1回」と定義し、
1年間における回数の期待値。

※1

※2
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【参考】供給信頼度基準

⚫ 夏季・冬季の厳気象対応はH3需要の3%、春季・秋季の厳気象対応はH3需要の2%、稀頻
度リスクは年間を通してH3需要の1%を織り込む。

⚫ 年間計画停止可能量については、容量停止計画の調整結果を踏まえ、1.9ヶ月を継続※。
⚫ EUE算定向け計画外停止率については、新たな停止率を信頼度基準の算定に反映。
⚫ 連系線の運用容量については、引き続き健全な状態（年間運用容量）として算定

第81回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2023年1月24日）資料1

※来年度以降の状況も注視しつつ引き続き検討。
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⚫ 東日本大震災以降、全国の原子力発電所は順次停止し、2014年度の原子力発電所の発電電力量の
割合は0%となった。

⚫ 発電電力量については、再エネの割合が増加している一方で、安定供給を確保するために、これまで休止して
いた経年火力を再稼働させたり、最新の設備に更新して発電効率を高めるなど、火力発電所の発電電力量
の割合を増加（2010年度61.7％→2022年度70.6％）させることにより、電力をまかなってきた。

（出典）2010～2015年度：電源開発の概要（資源エネルギー庁）、2016年度以降：供給計画とりまとめ（電力広域的運営推進機関）から作成 13

[%] ［万kW］

【参考】電源構成の推移（供給計画を基に作成）
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⚫ 再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域的運営推進機関において、2050年カーボン
ニュートラルも見据えた、広域連系系統のマスタープランを2023年3月29日に策定・公表した。

⚫ 並行して、北海道～本州間の海底直流送電等について、具体的な整備計画の検討を開始。

【参考】送配電設備の増強計画

中地域増強
約520億円

九州地内増強
約100億円

九州～四国（新設）
約4,800～5,400億円

九州～中国（増強）
＋280万kW
約4,200億円

中国地内増強
約1,000億円

中部地内増強
約30億円

東京地内増強
約6,700億円

北海道地内増強
約1.1兆円

四国地内増強
約1,600億円

東北～東京（増強）
約2,000億円

FC（増強）
+270万kW

約4,000~4,300億円

東北地内増強
約6,500億円

【必要投資額（概算）】

約6.0～7.0兆円

北海道～東北～東京

（新設）

+600~800万kW

約2.5～3.4兆円

（出典）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023年3月29日策定）のうちベースシナリオより作成

第52回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会
（2023年６月21日）資料２より抜粋（一部修正）
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１．必要供給力の見通しを示す指標
（１）供給計画
（２）電力需給検証

２．容量市場における必要供給力確保
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電力需給検証とは

⚫ 電力需給検証とは、東日本大震災以降の電力需給に関する状況を踏まえ、 電力需給が厳しく
なる夏・冬の直近３ケ月前を目安に、猛暑・厳寒という供給計画より高需要となる状況でも安
定供給確保が可能であるかを検証するもの。

⚫ 当該検証においても、需給バランス検証の高度化に向けて不断の見直しを行っている。

電力需給検証※の概要

需要 供給計画のH3需要をベースに猛暑・厳寒H1需要を想定

供給力
供給計画をベースに、エリアにおける小売電気事業者の供給力及び発電事業者の
発電余力の積み上げ並びに一般送配電事業者の公募調達調整力等を反映

電力需給バランスの検証 猛暑・厳寒H1需要に対して予備率3%の確保の確認

※供給力は保守的に見込むこと、データや分析手法を明らかにすること、「調整力及び需給バランス評価等に関する委員会」の第三者の専門家による検証を公開し、客観性・透
明性を確保することに意を用いている。

日負荷率 1日における平均電力と、1日の最大電力の割合

H3需要 ある月における毎日の最大電力（1時間平均）を上位から3日分平均した需要

過去10年で最も厳しい
気象条件による需要増

H3需要

厳気象
H1需要

需要電力量（kWh）

家庭用

業務用

産業用

H
3
需
要

需要
（kW） 電力量・日負荷率からH3需要を算出

時刻

H3需要＝
需要電力量（H3発生日）÷24

日負荷率
日負荷率＝

1日の平均電力

最大電力
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【参考】供給力の積上げ方法の見直し

⚫ これまでの需給検証では、太陽光・揚水等の変動電源についても「調整係数」を用いて
評価を行ってきたが、第93回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会での議論
を踏まえ、太陽光において、時間単位での太陽光出力の想定を行い、揚水についてはそ
れに併せて潜在計算をした供給力評価に24年夏季より変更する。

第93回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2023年12月22日）資料1

需要 供給力

【需給検証における需要・供給力評価】

厳気象
H1需要

揚水

太陽光

水力
風力

火力

原子力

供給計画のH3需要をベースに、
H1/H3比率等を用いて想定 事業者聞き取り、

補修計画反映等

調整係数による評価

（水力は自流式）

（水力は貯水池式）

予備率３％
以上を確認

太陽光：時間単位での出力想定
揚水：時間毎潜在計算した評価
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【参考】調整係数の概要
第71回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

（2022年3月22日）資料3-1



（参考）至近の需給検証における供給力実績

【出典】2022年度10月 需給検証報告書

4（１）2022年度夏季の電力需給実績の検証
：全国最大需要時の供給力実績(8月2日 13～14時)

※3 補修差等を含む。
※4 電力需給検証においてデータ収集を行わなかった事業者の供給力等。
※5 括弧内の数値は17～18時の値。想定は太陽光と需要の相関を踏まえた追加供給力を加算。
※6 前回の電力需給検証報告書（2022年6月）における2022年度夏季見通し。供給力は

計画外停止率を考慮していない値。
※    四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（送電端 万kW）

◼ 全国最大需要時における10エリア合計の供給力について、2022年度夏季の実績（8月2日 13～14時）と
今年6月の電力需給検証で想定した8月の供給力を比較した結果、＋314万kWの差であった。

※1 計画外停止：突発的な事故あるいは計画になかった緊急補修など予期せぬ停止または出力抑制。
括弧内の計画外停止の比率は、「計画外停止242÷（実績10,820+計画外停止242+需給停止191）」
より算出。

※2 需給停止：電力需要に対して、供給力が十分大きい場合、効率的な需給運用のために発電機を
停止することをいう。バランス停止、BSともいう。（電気学会技術報告 第977号）

電源 実績 想定※6 差の主な要因

全国合計 18,533 18,219

原子力 688 570 高浜・大飯の補修工程見直しによる増

計画外停止※1

▲ 242(▲2.2%)

需給停止※2

▲ 191

火力増出力

未実施分

▲ 36

その他※3

167

水力 1,146 1,202
出水状況および貯水池運用による減

（計画外停止　▲12万kW含む）

揚水 1,543 2,315
需給状況を考慮した日々の運用による減

（計画外停止　▲55万kW含む）

4,183 1,942

[792]

風力 107 53

地熱 24 34

その他※4 21 980

▲ 10

▲ 959

太陽光※5

[▲1150]

計画外停止、需給停止等による減

▲ 57

▲ 772

＋ 2,241 出力比率が想定以上になったことによる増

（想定では安定的に見込める量として

EUE算定による火力等の安定電源代替価値を供給力と

して見込んでいる）＋ 54

実績－想定

＋ 314

＋ 118

火力 10,820 11,122 ▲ 302

【出典】2023年度10月 需給検証報告書

（２０２２年度夏季実績） （２０２３年度夏季実績）

※同じく調整係数で評価している水力・風力については、現時点では太陽光・揚水と比較して大きな差異は生じておらず、今後、その
差異が大きくなった時に別途検討を行う予定

第93回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2023年12月22日）資料1

⚫ 調整係数で評価した想定値と、特定の時刻（最大需要時）の実績値には差が生じる
が、特に、夏季の太陽光および揚水においては、その差が大きくなっている。
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【参考】供給計画への調整係数を用いた評価の導入
第53回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

（2020年9月3日）資料3

⚫ 2020年度の供給計画から、再エネ・揚水の評価に調整係数が用いられている。
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【参考】需給検証への調整係数を用いた評価の導入
電力需給検証報告書

（2020年5月）
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⚫ 供給計画と同じ2020年度から、需給検証でも再エネ・揚水の評価に調整係数が用い
られている。



【参考】最大需要時と点灯帯における残余需要の比較

【残余需要差の推移】

残余需要差
（万kW）

太陽光設備量
（万kW）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

【夏季の需要カーブ】
最大

需要時
最小

予備率

残余需要差

（2022年度夏季の全国最大需要日）

残余需要カーブ 太陽光

安定電源

（注）2025以降の残余需要差は、供計の太陽光設備量データ等を用いた試算値

0

5,000

10,000

0

1,000

2,000

3,000

2016 2019 2022 2025 2028 2031

残余需要差

太陽光設備量

（各年度夏季の全国最大需要日）

第93回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会
（2023年12月22日）資料1

⚫ 近年、太陽光の増加で、最大需要時と最小予備率時の残余需要の差が拡大傾向にある。

⚫ 実需給に近い需給検証では、上記の傾向を踏まえ、最小予備率時の評価をする必要が高まった。
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【参考】供給信頼度評価に関わる議論
第58回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2

（2021年3月3日）

⚫ 需給検証では、厳気象需要が発生する時間帯の供給力を、蓋然性のある需要と供給力で
確認する評価方法を志向。
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１．必要供給力の見通しを示す指標
（１）供給計画
（２）電力需給検証報告書

２．容量市場における必要供給力確保
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容量市場における必要供給力算定諸元の見直しについて

⚫ 容量市場のメインオークションを通じた必要供給力の評価は、今後10年間の電力需給見通し
を評価する供給計画取りまとめや、電力需給が厳しくなる夏・冬の直近３ケ月前を目安に、猛
暑・厳寒需要に対する需給バランスを評価する電力需給検証報告とは異なり、リクワイアメントと
共に確保された供給力を評価できる点、また、実需給期間における特定の時点ではなく、年度
全体を通じた評価ができる点において重要な評価である。

⚫ 必要供給力の評価の算定を行う諸元は、これまで、必要に応じて見直しを提起する形であったが、
最近では、2022年3月の東日本における電力需給ひっ迫等を受け、必要供給力算定方法の見
直しが提起され、それを受けて算定方法について整理がなされている。

⚫ 一方、直近の平均気温の変化を確認すると大きく変動している様子が見られる等、見直しの検
討を行わないままでは、調達すべき供給力の変化の兆候を見過ごすリスクもある。

⚫ こうしたことから、随時見直されるべき諸元の検討と共に、今後は算定諸元（需要や電源構成等
を踏まえた厳気象対応等）についても随時見直すことを基本的な方向性とすることで検討して
はどうか。
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上位 年 偏差(℃)

1 2023 +1.29

2 2020 +0.65

3 2019 +0.62

4 2021 +0.61

5 2022 +0.60

＜正偏差の大きかった年＞日本の年平均気温偏差の経年変化（1898～2023年）

各年の平均気温の基準値からの偏差

偏差の5年移動平均値

長期変化傾向

※基準値は1991～2020年の30年平均値。

（出典）気象庁ホームページ「日本の年平均気温偏差の経年変化」
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（参考）必要供給力の見直しに関する直近の検討経緯
第67回 制度検討作業部会
（2022年6月22日）資料4
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（参考）必要供給力の見直しに関する直近の検討内容
第81回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会

（2023年1月24日）資料1
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